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三洋化成工業株式会社

１.経営成績

（１）連結売上高は、原料価格低下に伴う販売価格改定により、前期比５．０％減の１,５０２億円となり

　　　ました。

（２）利益面では、円高による採算悪化はありましたが、販売量増加やコストダウン等により、連結営業

　　　利益は前期比９.３％増の１３６億円となりました。また、連結経常利益は、持分法投資利益の増加

　　　もあり前期比１５.４％増の１５３億円となりました。

　　　　　（単位：億円）

2015年度

売 上 高 １,５８０

営 業 利 益 １２５

経 常 利 益 １３３

当 期 純 利 益 ６９

Ｒ Ｏ Ｅ ６.２

（*）連結ベースでは、「親会社株主に帰属する当期純利益」

２.セグメント別連結売上高
（単位：億円）

売上高 構成比(%)

生 活 ・ 健 康 産 業 関 連 ６０１ ３８.０

石 油 ・ 輸 送 機 産 業 関 連 ３８３ ２４.３

ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ・繊維産業関連 ２１２ １３.４

情報 ・電気電子 産業関連 １９７ １２.５

環 境 ・ 住 設 産 業 関 連 他 １８６ １１.８

合　　　　計 １,５８０ １００.０

３.セグメント別連結営業利益

（単位：億円）

生 活 ・ 健 康 産 業 関 連 ５２.５

石 油 ・ 輸 送 機 産 業 関 連 １６.３

ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ・繊維産業関連 ３１.０

情報 ・電気電子 産業関連 １７.４

環 境 ・ 住 設 産 業 関 連 他 ７.６

合　　　　計 １２４.９
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４．連結営業利益の増減分析（前年同期比）

５．連結海外売上高の推移

６．配当の状況

当期の業績は増益となり、次期の業績も増益が見込める状況にあります。そこで、株主の皆様への一層の利益還

元を図る目的から、２０１７年３月期の期末配当は、公表していた１株当たり４５円から１０円増配し、１株当

たり５５円に修正させていただくこととしました。また、次期の中間配当ならびに期末配当につきましても、そ

れぞれ５５円（年間１１０円）を予定しております。

配当性向

中間 （連結）
円　 銭 ％

２０１３年度 ７.５０ ３３.６
２０１４年度 ７.５０ ２９.１
２０１５年度 ８.００ ２７.１

２０１６年度 ９.００ ２１.６

２０１７年度（予想） ５５.００ ２２.０
 *1　２０１６年１０月１日で普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。２０１７年３月期の１株当たり

 　　期末配当金につきましては、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」として記載しております。

 *2　該当項目の配当金額は、上記の株式併合後の数値に換算して記載しております。

７．２０１７年度業績予想（連結）

売上高は、原料価格上昇に伴う販売価格改定や、販売量増加により、前期比１１．２％増の１６７０億円を見

込んでおります。

利益面では、原料価格上昇に伴いスプレッドは縮小しますが、販売量増加などにより、営業利益は前期比２．６％

増の１４０億円、経常利益は前期比１.０％増の１５５億円を見込んでおり、親会社株主に帰属する当期純利益に

つきましては固定資産減損損失がなくなることから前期比７.９％増の１１０億円を見込んでおります。
　　　　　　　（単位：億円）

　売 　　　上　 　　高 １,６７０
　営　　業　　利　　益 １４０
　経　　常　　利　　益 １５５
　親会社株主に帰属する当期純利益 １１０
　Ｒ　　　 Ｏ　　 　Ｅ　（％） ８.７

<業績予想の前提条件> 為替レート：１１０円/＄、国産ナフサ価格：４０千円/KL
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８．主な設備投資と減価償却費

（１）設備投資額（検収ベース）、減価償却費の推移

　（単位：億円）

2016年度 2017年度(予定) 2016年度 2017年度(予定)

 設備投資額 １３５ １６５ ６８ １０３

 減価償却費 ※  ７４ ８２ ※  ４６ ５４

※ 従来から定額法を採用している海外連結子会社等と合わせて、当社グループの採用する減価償却方法は

定額法に統一されました。また、従来の方法に比べて、当連結累計期間の減価償却費が連結で１８億円、

単体で１５億円減少しております。(表中の数値は定額法)

（２）主な設備投資

(単位:億円)

投資アイテム 稼働時期 総投資額
内2015
年度

内2016
年度

内2017
年度

単体 潤滑油添加剤製造設備(新製品対応) 2017年10月 ９ １ ８

コージェネ設備 2017年12月 ５ ５

ウレタンビーズ製造設備 2018年3月 ２０ ２０

トナーバインダー生産能力増強工事 2018年4月 ４ １ ３

高吸水性樹脂製造設備 2018年7月 １１０ ３２ ４１ ３７

９．トピックス

（１）画像材料事業本部とバイオ・メディカル事業本部を新たに設置

　当社は、画像材料事業とバイオ・メディカル事業について、本年４月１日より新たに「画像材料事業本部」

と「バイオ・メディカル事業本部」を社長直轄下に設置致しました。これにより、一昨年１０月に新設し、

グローバル展開を加速している「潤滑油添加剤事業本部」と合わせ、３事業本部体制となります。

　各事業本部は、営業・研究・生産を一体化した組織であり、それぞれの事業における権限と責任を事業本

部長に集約することで、より迅速な意思決定や環境変化への対応を行い、事業拡大のスピードアップを図っ

てまいります。

（２）潰瘍性大腸炎の体外診断用医薬品として、日本初の承認取得

　当社は、潰瘍性大腸炎の体外診断用医薬品「カルプロテクチン　モチダ」について、昨年１０月２８日に、

医薬品製造販売承認を取得致しました。「カルプロテクチン　モチダ」は、潰瘍性大腸炎の体外診断用医薬

品として、日本で初めての認可となります。

　本製品は、当社および持田製薬株式会社が、ＢÜＨＬＭＡＮＮ Laboratories ＡＧが開発し販売している
診断薬に関し、日本国内での独占製造・販売契約を交わして製造販売する体外診断用医薬品です。当社が製

品化し、持田製薬が販売を行います。今後は、保険収載を経て、医療機関に向けて販売を開始する予定であ

り、潰瘍性大腸炎の体外診断用医薬品として広く使用されるものと考えています。

（３）「機能性タンパク質シルクエラスチンを用いた新規医療材料の開発および臨床研究」が

（１）ＡＭＥＤ産学連携医療イノベーション創出プログラム（ＡＣＴ－Ｍ）に採択

　当社と国立大学法人京都大学による「機能性タンパク質シルクエラスチンを用いた新規医療材料の開発お

よび臨床研究」が、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）の産学連携医療イノベーション創

出プログラム（ＡＣＴ－Ｍ）に採択されました。

　ＡＣＴ－Ｍは、「実用性検証フェーズ」を対象とする支援プログラムです。

　本プログラム中に医師主導治験を終了し、プログラム終了後に企業治験を経て、医療材料として販売する

のに必要な承認を２０２２年頃までに取得、その後上市する計画です。

以　上

SDPｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
(ﾏﾚｰｼｱ)

連　結 単　体

－ ３ －


